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1.  22年9月期の連結業績（平成21年10月1日～平成22年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年9月期 40,391 6.0 3,179 △6.5 2,954 △7.9 1,608 △3.0

21年9月期 38,115 0.3 3,399 △10.0 3,206 △11.2 1,657 △19.0

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

22年9月期 24.01 ― 5.1 6.3 7.9
21年9月期 24.70 ― 5.4 6.8 8.9

（参考） 持分法投資損益 22年9月期  55百万円 21年9月期  14百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年9月期 47,367 31,963 67.2 475.20
21年9月期 47,135 31,041 65.6 461.22

（参考） 自己資本   22年9月期  31,834百万円 21年9月期  30,911百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

22年9月期 4,276 △324 △636 6,214
21年9月期 2,898 △1,588 △2,314 2,913

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年9月期 ― 4.50 ― 4.50 9.00 602 36.4 2.0
22年9月期 ― 4.50 ― 4.50 9.00 602 37.5 1.9

23年9月期 
（予想）

― 4.50 ― 4.50 9.00 43.1

3.  23年9月期の連結業績予想（平成22年10月1日～平成23年9月30日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

23,000 △5.3 2,400 △15.8 2,300 △13.7 1,500 △3.1 22.39

通期 39,700 △1.7 2,500 △21.4 2,300 △22.2 1,400 △13.0 20.90
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4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

（注）詳細は、20ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注）１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、28ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

新規 ―社 （社名 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年9月期 70,026,782株 21年9月期 70,026,782株

② 期末自己株式数 22年9月期  3,033,929株 21年9月期  3,005,138株

（参考）個別業績の概要 

1.  22年9月期の個別業績（平成21年10月1日～平成22年9月30日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年9月期 36,464 4.4 2,681 △12.8 2,515 △16.9 1,360 △14.1

21年9月期 34,927 2.9 3,075 △7.6 3,026 △5.9 1,584 △13.4

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

22年9月期 20.31 ―

21年9月期 23.61 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年9月期 46,682 34,049 72.9 508.26
21年9月期 46,756 33,361 71.4 497.77

（参考） 自己資本 22年9月期  34,049百万円 21年9月期  33,361百万円

2.  23年9月期の個別業績予想（平成22年10月1日～平成23年9月30日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

上記の業績予想につきましては、現時点で得られた情報にもとづいて算定しておりますが、多分に不確定な要素を含んでおります。従いまして、実際の業
績は、業況の変化などにより業績予想数値と乖離する結果となりうることをご承知おきください。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

20,600 △7.4 2,200 △14.2 2,200 △10.7 1,400 △1.8 20.90

通期 35,100 △3.7 2,100 △21.7 2,100 △16.5 1,300 △4.5 19.41
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１．経営成績 

（１）経営成績に関する分析 

（当期の経営成績） 

当連結会計年度におけるわが国の経済は、好調なアジア経済に支えられ輸出が緩やかに

増加するとともに、個人消費や設備投資の持ち直しなど、自律的な景気回復の兆しがみら

れました。その一方で、失業率は高水準で推移し、急激な円高やデフレの影響から景気の

先行きは依然不透明な状況で推移しました。 

 

農業を取り巻く環境は、世界的には人口増加や中進国の経済発展を背景とした農産物需

要の増大により、農業生産は引き続き伸長するものとみられます。一方、国内農業は農業

従事者の高齢化と後継者不足、耕作放棄地の増加など生産構造の脆弱化と農産物価格の長

期低迷による農家経済の悪化に直面しております。これに対し、政府は食料・農業に関し

中長期的に取り組む方針を定め、「戸別所得補償制度」をはじめとした農業の活性化や食料

自給率向上に向けた政策を掲げるなど新たな展開もみられます。 

 

農薬業界におきましては、病害虫の発生は多かったものの、記録的な猛暑や天候不順に

よる作柄への影響や流通在庫調整もあり当連結会計年度の農薬出荷動向は前期を下回りま

した。 

 

このような事業環境下、当社グループ「化学品事業」の中核事業である農薬事業部門に

おいて、国内販売では、新規除草剤「イッポン」を含む自社開発品目の拡販を図りました。

しかしながら、農薬需要の縮減傾向、過年度流通在庫の調整もあり、国内販売は若干の減

少となりました。一方、海外販売は、アジア地域での伸長と原体販売も寄与し、大きく売

上高が伸長しました。 

 

緑化・造園工事を行なう「工事事業」では技術サービスに徹した営業活動により収益改

善に努めました。また、「サービス事業」では分析事業において、新たな分析メニューを開

発し新規顧客の獲得を目指しました。 

 

以上の各事業活動の結果、当連結会計年度における当社グループの売上高は 403 億 91

百万円（前期比 22 億 75 百万円増、同 6.0％増）、営業利益は 31 億 79 百万円（前期比２億

20 百万円減、同 6.5％減）、経常利益は 29 億 54 百万円（前期比２億 52 百万円減、同 7.9％

減）となり、当期純利益は 16 億円８百万円（前期比 49 百万円減、同 3.0％減）と、全体

として増収減益となりました。 

 

１）セグメント別の状況 

①化学品事業 

国内農薬販売では、自社開発品目の園芸用殺虫剤「アクセル」をはじめとする新製品 10

剤を新たに発売するとともに、園芸用殺虫剤「フェニックス」などの自社開発品目の拡販

を目指しました。また、前期に発売した水稲用除草剤「イッポン」の製品ラインアップの

拡充を図り拡販に努めました。農薬原体販売では主力品目の普及拡販に注力しました。し

かしながら、流通在庫調整や天候不順の影響などから農薬需要が低迷し、国内販売全体の

売上高は前期を下回りました。 

 

海外農薬販売では、アジア、欧州地域を中心に販売が好調に推移しました。品目別では、

「フェニックス」が発売２年目を迎えた中国での販売増加に加え、新たにベトナムをはじ

めとする５カ国で販売を開始し、併せて「フェニックス」原体の販売も加わり売上高が伸

長しました。この結果、為替は円高基調にあったものの、海外販売全体の売上高は前期を

上回りました。 

 

化学品他では、有機中間体が需要の回復から売上高が伸長しました。医薬品他では、医
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療用外用抗真菌剤が在庫調整と競争激化から売上高が伸び悩みました。なお、農薬、医薬、

動物薬に係るノウハウ技術料は契約一時金の減少から前期を下回りました。 

 

これらの結果、化学品事業全体の売上高は 386 億 48 百万円（前期比 21 億６百万円増、

同 5.8％増）となり、営業利益は 34 億 60 百万円（前期比１億 58 百万円減、同 4.4％減）

となりました。 

 

②工事事業 

緑化・造園工事および芝関連工事は、主要受注先である官公庁などの発注件数の減少、

発注案件の小型化や競争激化の影響から依然厳しい状況が続いております。 

 

この結果、工事事業の売上高は６億 33 百万円（前期比 54 百万円増、同 9.5％増）とな

り、営業損失は 69 百万円（前期は 21 百万円の営業損失）となりました。 

 

③サービス事業 

分析事業では、新たな分析メニューを開発し新規顧客の獲得に努めるとともに、既存顧

客に対しても分析メニューの改善提案を行なった結果、受注は順調に拡大しました。スポ

ーツ施設運営事業では、記録的な猛暑の影響もあり、利用者数が減少しました。 

 

これらの結果、サービス事業全体の売上高は 11 億９百万円（前期比１億 14 百万円増、

同 11.5％増）となり、営業利益は３億 70 百万円（前期比 57 百万円増、同 18.5％増）とな

りました。 

 

（次期の見通し） 

１）セグメント別の見通し 

①化学品事業 

国内農薬販売では、農薬市場の縮小と競争激化など依然厳しい事業環境が続くものとみ

られますが、プロモーション活動の強化による自社開発品目の維持拡大を目指すとともに、

新規殺虫剤および水稲用除草剤の普及拡販に努めます。農薬原体販売では、販社・取引先

と連携した普及活動を展開し主力品目の最大化に注力します。 

 

海外農薬販売では、為替の動向が不透明ながら、アジア地域で「フェニックス」の普及

推進の強化により市場での定着と適用拡大を目指します。欧州では、英国ニチノーヨーロ

ッパカンパニーリミテッドの直販体制を整備し事業拡大を図ります。米州では、米国ニチ

ノーアメリカインコーポレーテッドでの既存品目の適用拡大と新規品目の開発に努め市場

拡大を進めます。 

 

化学品他では、有機中間体分野の基盤整備と販売拡大に努め、家庭園芸農薬分野では販

路強化による拡販を目指します。医薬品他では、販社の販売促進支援と適正な在庫管理に

より外用抗真菌剤「ラノコナゾール」、「ルリコナゾール」の拡販を目指します。 

 

②工事事業 

緑化・造園工事および芝関連工事では、よりきめ細かい営業活動の展開と提案営業の強

化により受注拡大を図り、収益確保を目指します。 

 

③サービス事業 

分析事業では、厚生労働省登録検査機関を基盤に新たな受注獲得と新規顧客の拡大によ

り受注増加を目指します。スポーツ施設運営事業では、効果的な集客対策により利用者数

の増大に努めます。 
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２）連結業績見通し 

（単位：百万円） 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

平成 23年９月期 ３９,７００ ２,５００ ２,３００ １,４００

平成 22年９月期 ４０,３９１ ３,１７９ ２,９５４ １,６０８

増減率 △１.７％ △２１.４％ △２２.２％ △１３.０％

 

３）個別業績見通し 

（単位：百万円） 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

平成 23年９月期 ３５,１００ ２,１００ ２,１００ １,３００

平成 22年９月期 ３６,４６４ ２,６８１ ２,５１５ １,３６０

増減率 △３.７ △２１.７ △１６.５ △４.５％

 

（中期経営計画の進捗状況） 

当社グループは、平成 22 年度を初年度とした３カ年の中期経営計画「Change Tomorrow 

for 2012（明日への変革）」を推進しております。初年度にあたる当連結会計年度は海外農

薬事業の拡大があったものの、収益基盤である国内農薬事業の低迷などから減益となりま

したが、引き続き企業体質転換による収益力と事業競争力の強化を推進し、グローバル・

ニッチな化学企業への展開につなげてまいります。 

 

（２）財政状態に関する分析 

（資産、負債、純資産及びキャッシュ・フローの状況に関する分析） 

（キャッシュ・フロー関連指標の推移） 

１）資産、負債及び純資産の状況 

当連結会計期間末の資産及び負債並びに純資産につきまして、前連結会計年度末に比べ

資産は２億 32百万円増加し 473億 67百万円、負債は６億 89百万円減少し 154億３百万円、

純資産は９億 22 百万円増加し 319 億 63 百万円となりました。 

 

２）連結会計期間のキャッシュ・フローの状況 

当連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は前連結会計年

度末に比べ 33 億円増加し、当連結会計期間末は 62 億 14 百万円となりました。 

各キャッシュ･フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動による資金の増加は、42 億 76 百万円となりました。これは、税金等調整前当

期純利益 24 億 77 百万円、たな卸資産の減少額 23 億 43 百万円等の資金増加が、売上債権

の増加額５億 68 百万円、法人税等の支払額 11 億 56 百万円等の資金減少を上回ったことが

要因であります。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動による資金の減少は、３億 24 百万円となりました。これは定期預金の払戻によ

る収入３億 94 百万円等の資金増加を、有形固定資産の取得による支出５億 70 百万円、無

形固定資産の取得による支出１億 58 百万円等の資金減少が上回ったことが主な要因であ

ります。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動による資金の減少は、６億 36 百万円となりました。これは長期借入れによる収

入 10 億円、長期借入金の返済による支出８億 25 百万円、配当金の支払額６億３百万円が

主な要因であります。 
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（キャッシュ・フロー関連指標の推移） 

なお、当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは次のとおりです。 

 平成 20 年 

９月期 

平成 21 年 

９月期 

平成 22 年 

９月期 

自己資本比率（％） 64.1 65.6 67.2

時価ベースの自己資本比率（％） 85.2 92.3 67.9

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（％） 1.6 1.1 0.7

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 14.9 24.2 45.0

 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

（注１）いずれも連結ベースの財務数値により計算しています 

（注２）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しています。 

（注３）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しています。 

（注４）有利子負債負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払ってい

るすべての負債を対象としています。 

 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は長期的な観点に立ち、事業収益の拡大と財務体質の強化を図ることによって企業

価値の向上に努め、株主の皆様に対して安定的かつ継続的な利益配当を行なうことを基本

方針としております。 

以上の方針と当期の業績を踏まえ、当期の期末配当金は普通配当を１株につき４円 50

銭とさせていただきます。なお、年間配当金につきましては、中間期に４円 50 銭を配当さ

せていただきましたので、合わせて年間９円になります。 

なお、来期は普通配当を１株につき年間９円を予定しております。 

 

２．企業集団の状況 

最近の有価証券報告書（平成 21 年 12 月 18 日提出）における「事業系統図（事業の内容）」

及び「関係会社の状況」から重要な変更がないため開示を省略します。 
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３．経営方針 

（１）経営の基本方針 

当社グループは、安全で安定的な食の確保に寄与する優れた農薬をはじめ、医薬、動物

薬、有機中間体などの製品を国内外の市場に提供することにより、社会に貢献することを

使命として事業を進めております。また、豊かな緑と環境を守ることを目指して緑化造園

事業、農薬残留分析事業などにも取り組んでおります。 

当社グループは、「研究開発型企業」として技術革新をすすめ、安全性の高い、環境に配

慮した、優れた新製品を創出し、価値の創造を図っております。 

今後もさらに強固な収益体質への転換を図り、事業競争力のある企業グループを目指し、

業績の向上に努め、公正で活力のある事業活動を通じて社会的責任を果たし、社会に貢献

することを企業理念としております。 

 

（２）目標とする経営指標 

株主資本（株主資本利益率／ROE）や総資本（総資本利益率／ROA）の運用効率を向上

させるとともに、資金効率を高めるためにキャッシュ・フローも重要な指標として認識し、

収益力の一層の向上を目指し企業価値の向上に努めております。 

 

（３）対処すべき課題 

当社グループは、国内農業の流動的な環境変化に対応し、さらに海外での伸長する農薬

需要に対応すべく、平成 22 年度を初年度とした３カ年の中期経営計画「Change Tomorrow 
for 2012（明日への変革）」を推進しております。 

初年度にあたる当連結会計年度は海外農薬事業の拡大があったものの、収益基盤である

国内農薬事業の低迷などから減益となりました。国内農薬事業は農薬需要が伸び悩む中、

品目転換への対応の遅れや競争激化などから収益性が低下する傾向にあります。今後は、

より精緻な市場分析に基づく販売戦略機能の強化と自販・外販の一体的推進を梃子として、

自社原体の最大化を主眼としたさらなる収益力と事業競争力強化が必要であると考えてお

ります。 
本中期経営計画は、これら様々な事業環境変化を認識し、持続的な成長を図るため、企

業体質転換により収益力と事業競争力を強化し、グローバル・ニッチな化学企業へと展開

を図ることを目的としており、「環境変化に対応し、変革を推進することによって次の伸長

へつなげる」期間と位置づけております。具体的には、以下に掲げる施策を推進しており

ます。 
・ 国内農薬事業の普及販売力および生産機能の強化により「コア機能の再構築」に努め

ます。 
・ 海外事業展開力の強化や医薬、動物薬、有機中間体などの農薬外事業の拡大を中心と

した「成長戦略の明確化」を推進するとともに既存事業における自社開発品目のポテ

ンシャルと利益の最大化を図ります。 
・ コスト構造や在庫率などを見直し「企業体質の転換」を目指します。  
・ 研究開発分野では創薬・開発基盤の強化を目標として創薬に注力する体制へのシフト

を進め、特に新規系統化合物の探索研究に経営リソースを配分し、併せて化合物の評

価体制の効率化を図り、創薬力の強化を目指してまいります。 
 
当社は、「研究開発型企業」として技術革新を進め、海外にも対応した研究開発体制の強

化に努めております。また、化学企業としての責任を果たすべく、ステークホルダーの皆

様の視点で安全性と環境保全に配慮した製品の研究開発を目指しております。  
当社グループは、安全性が高く環境に配慮した製品、技術、サービスを提供することによ

り農業生産へ貢献することを使命としております。引き続き、基本理念に基づいて社会的

責任を果たすべく企業活動を展開してまいります。 
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（４）その他、会社の経営上重要な事項 

当社は、平成 22 年 11 月 15 日開催の当社取締役会において、当社の基本方針に基づき、

不適切な者によって当社の財務及び事業の方針が支配され、当社の企業価値ないし株主共

同の利益が毀損されることを防止するための取組みの一つとして、当社株式の大規模買付

行為に関する対応策（買収防衛策）を導入することを決定いたしました。 

しかしながら、当社取締役会といたしましては、本対応策の重要性に鑑み、広く株主の

皆様のご意見を反映させるため、平成 22 年 12 月 17 日開催予定の第 111 回定時株主総会に

おいて、本対応策の導入について株主の皆様のご承認をお願いするものであります。なお、

本承認議案へのご承認をいただけなかった場合には、本対応策は自動的に廃止されること

となります。 
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4.【連結財務諸表】 
(1)【連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成21年９月30日) 

当連結会計年度 
(平成22年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,609 7,513

受取手形及び売掛金 11,421 11,949

商品及び製品 6,676 4,549

仕掛品 271 447

原材料及び貯蔵品 1,900 1,467

繰延税金資産 641 577

その他 1,428 1,488

貸倒引当金 △2 △4

流動資産合計 26,947 27,988

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※１, ※３  5,214 ※１  5,034

機械装置及び運搬具（純額） ※１, ※３  2,233 ※１  1,970

土地 ※３  5,463 5,463

建設仮勘定 3 90

その他（純額） ※１  580 ※１  628

有形固定資産合計 13,496 13,187

無形固定資産   

ソフトウエア 609 492

その他 408 427

無形固定資産合計 1,018 920

投資その他の資産   

投資有価証券 ※２  3,294 ※２  2,826

長期貸付金 13 12

繰延税金資産 1,309 1,401

その他 1,076 1,051

貸倒引当金 △20 △20

投資その他の資産合計 5,673 5,270

固定資産合計 20,187 19,378

資産合計 47,135 47,367
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成21年９月30日) 

当連結会計年度 
(平成22年９月30日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 4,230 3,924

短期借入金 ※３  1,030 1,009

1年内償還予定の社債 500 75

未払費用 2,230 2,114

未払法人税等 657 351

賞与引当金 588 579

役員賞与引当金 30 25

返品調整引当金 46 40

その他 756 1,005

流動負債合計 10,070 9,125

固定負債   

社債 － 425

長期借入金 ※３  1,500 1,500

退職給付引当金 2,624 2,417

役員退職慰労引当金 308 85

その他 1,589 1,850

固定負債合計 6,022 6,278

負債合計 16,093 15,403

純資産の部   

株主資本   

資本金 10,939 10,939

資本剰余金 13,235 13,235

利益剰余金 7,998 9,003

自己株式 △1,582 △1,596

株主資本合計 30,591 31,582

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 486 431

為替換算調整勘定 △166 △179

評価・換算差額等合計 320 252

少数株主持分 129 129

純資産合計 31,041 31,963

負債純資産合計 47,135 47,367
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(2)【連結損益計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 38,115 40,391

売上原価 22,723 25,037

売上総利益 15,391 15,354

販売費及び一般管理費 ※１, ※２  11,991 ※１, ※２  12,174

営業利益 3,399 3,179

営業外収益   

受取利息 13 5

受取配当金 70 77

不動産賃貸料 52 56

持分法による投資利益 14 55

為替差益 20 77

その他 81 46

営業外収益合計 253 320

営業外費用   

支払利息 121 94

売上割引 23 19

たな卸資産廃棄損 168 217

その他 133 214

営業外費用合計 446 546

経常利益 3,206 2,954

特別利益   

固定資産売却益 ※３  0 ※３  0

貸倒引当金戻入額 20 －

その他 1 －

特別利益合計 21 0

特別損失   

固定資産処分損 ※４  25 ※４  28

投資有価証券償還損 19 －

投資有価証券評価損 352 430

その他 1 18

特別損失合計 399 477

税金等調整前当期純利益 2,829 2,477

法人税、住民税及び事業税 1,085 851

法人税等調整額 70 4

法人税等合計 1,156 856

少数株主利益 14 12

当期純利益 1,657 1,608
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(3)【連結株主資本等変動計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 10,939 10,939

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 10,939 10,939

資本剰余金   

前期末残高 13,235 13,235

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 13,235 13,235

利益剰余金   

前期末残高 7,016 7,998

当期変動額   

剰余金の配当 △676 △603

当期純利益 1,657 1,608

当期変動額合計 981 1,005

当期末残高 7,998 9,003

自己株式   

前期末残高 △936 △1,582

当期変動額   

自己株式の取得 △646 △14

当期変動額合計 △646 △14

当期末残高 △1,582 △1,596

株主資本合計   

前期末残高 30,255 30,591

当期変動額   

剰余金の配当 △676 △603

当期純利益 1,657 1,608

自己株式の取得 △646 △14

当期変動額合計 335 991

当期末残高 30,591 31,582
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 431 486

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 55 △55

当期変動額合計 55 △55

当期末残高 486 431

為替換算調整勘定   

前期末残高 △73 △166

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △92 △13

当期変動額合計 △92 △13

当期末残高 △166 △179

評価・換算差額等合計   

前期末残高 357 320

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △36 △68

当期変動額合計 △36 △68

当期末残高 320 252

少数株主持分   

前期末残高 141 129

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △12 △0

当期変動額合計 △12 △0

当期末残高 129 129

純資産合計   

前期末残高 30,754 31,041

当期変動額   

剰余金の配当 △676 △603

当期純利益 1,657 1,608

自己株式の取得 △646 △14

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △48 △68

当期変動額合計 286 922

当期末残高 31,041 31,963
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(4)【連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 2,829 2,477

減価償却費 1,164 1,236

退職給付引当金の増減額（△は減少） △334 △207

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 14 △223

貸倒引当金の増減額（△は減少） △26 1

賞与引当金の増減額（△は減少） △20 △9

役員賞与引当金の増減額（△は減少） － △5

返品調整引当金の増減額（△は減少） － △6

受取利息及び受取配当金 △83 △83

支払利息 121 94

持分法による投資損益（△は益） △14 △55

有形固定資産売却損益（△は益） △0 △0

有形固定資産除却損 4 20

投資有価証券評価損益（△は益） 352 430

売上債権の増減額（△は増加） △192 △568

たな卸資産の増減額（△は増加） △190 2,343

仕入債務の増減額（△は減少） 563 △263

未払消費税等の増減額（△は減少） △43 125

その他 △218 125

小計 3,922 5,433

利息及び配当金の受取額 88 94

利息の支払額 △119 △94

法人税等の支払額 △993 △1,156

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,898 4,276

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △1,088 △570

有形固定資産の売却による収入 1 0

無形固定資産の取得による支出 △208 △158

投資有価証券の取得による支出 △352 －

投資有価証券の売却による収入 52 7

定期預金の払戻による収入 － 394

貸付金の回収による収入 7 0

その他 △1 1

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,588 △324
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 6,297 6,682

短期借入金の返済による支出 △5,889 △6,849

長期借入れによる収入 － 1,000

長期借入金の返済による支出 △1,317 △825

社債の発行による収入 － 500

社債の償還による支出 △75 △500

リース債務の返済による支出 △2 △18

自己株式の取得による支出 △646 △14

配当金の支払額 △676 △603

少数株主への配当金の支払額 △5 △8

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,314 △636

現金及び現金同等物に係る換算差額 △25 △13

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,030 3,300

現金及び現金同等物の期首残高 3,943 2,913

現金及び現金同等物の期末残高 ※１  2,913 ※１  6,214
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該当事項はありません。 

  

  

(5) 継続企業の前提に関する注記

(6) 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

前連結会計年度
(自 平成20年10月１日
至 平成21年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年10月１日
至 平成22年９月30日)

１ 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数 ６社

   ㈱ニチノー緑化、㈱ニチノーレック、㈱ニチノー

サービス、ニチノーアメリカインコーポレーテッ

ド、日本エコテック㈱、日佳農葯股份有限公司

１ 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数 ６社

   ㈱ニチノー緑化、㈱ニチノーレック、㈱ニチノー

サービス、ニチノーアメリカインコーポレーテッ

ド、日本エコテック㈱、日佳農葯股份有限公司

(2) 非連結子会社の名称

ニチノーヨーロッパカンパニーリミテッド

   連結の範囲から除いた理由

   非連結子会社は、小規模であり、合計の純資産、

売上高、当期純損益(持分に見合う額)及び利益剰

余金(持分に見合う額)等は、連結財務諸表に重要

な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除

いています。

(2) 非連結子会社の名称

ニチノーヨーロッパカンパニーリミテッド

   連結の範囲から除いた理由

   非連結子会社は、小規模であり、合計の純資産、

売上高、当期純損益(持分に見合う額)及び利益剰

余金(持分に見合う額)等は、連結財務諸表に重要

な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除

いています。

２ 持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した関連会社数 １社

マレーシア農薬㈱

２ 持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した関連会社数 １社

マレーシア農薬㈱

 (2) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の

うち主要な会社等の名称

ニチノーヨーロッパカンパニーリミテッド

   第一農薬㈱

   タマ化学工業㈱

   持分法を適用しない理由

   持分法非適用会社は、それぞれ当期純損益及び利

益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体

としても重要性がないため、持分法の適用から除

外しています。

 (2) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の

うち主要な会社等の名称

ニチノーヨーロッパカンパニーリミテッド

   第一農薬㈱

   タマ化学工業㈱

   持分法を適用しない理由

   持分法非適用会社は、それぞれ当期純損益及び利

益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体

としても重要性がないため、持分法の適用から除

外しています。

 (3) 持分法の適用の手続について特に記載すべき事項

   決算日が連結決算日と異なる会社について、当該

会社の事業年度に係る財務諸表を使用していま

す。

 (3) 持分法の適用の手続について特に記載すべき事項

同左

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

  連結子会社の決算日は連結決算日と一致していま

す。

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

同左
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前連結会計年度
(自 平成20年10月１日
至 平成21年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年10月１日
至 平成22年９月30日)

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

  ① 有価証券の評価基準及び評価方法   ① 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの

連結決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は、全部純資産直入法により処

理し、売却原価は、移動平均法により算

定)によっています。

その他有価証券

時価のあるもの

同左

時価のないもの

移動平均法による原価法によっています。

時価のないもの

同左

  ② たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品・製品・半製品・仕掛品・原料・貯蔵品

    総平均法による原価法(収益性の低下による簿

価切下げの方法)によっています。

  ② たな卸資産の評価基準及び評価方法
同左

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

  ① 有形固定資産（リース資産を除く）

当社は定額法によっています。また、在外連結

子会社は当該国の会計基準に基づく定額法によ

っています。

    国内連結子会社は定率法によっています。

    ただし、国内連結子会社は平成10年４月１日以

降に取得した建物(附属設備を除く)は定額法に

よっています。

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

  ① 有形固定資産（リース資産を除く）
同左

なお、主な耐用年数は次のとおりです。

建物及び構築物 10～50年

機械装置 ８年

工具器具備品 ４～15年

    また、平成19年３月31日以前に取得したものに

ついては、償却可能限度額まで償却が終了した

翌年から５年間で均等償却する方法によってい

ます。

     

  

 

 

  ② 無形固定資産（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社は定額法、在外連結子

会社は当該国の会計基準に基づく定額法によっ

ています。

    ただし、ソフトウェア(自社利用分)について

は、社内における利用可能期間(５年)に基づく

定額法によっています。

  ② 無形固定資産（リース資産を除く）

同左

  ③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る

リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっています。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引

のうち、リース取引開始日が平成20年９月30日

以前のリース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によっていま

す。

  ③ リース資産

同左
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前連結会計年度
(自 平成20年10月１日
至 平成21年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年10月１日
至 平成22年９月30日)

 (3) 重要な引当金の計上基準

  ① 貸倒引当金

    当社及び国内連結子会社は、債権の貸倒れによ

る損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等は個別に回収可

能性を検討して計上しています。

 (3) 重要な引当金の計上基準

  ① 貸倒引当金

同左

  ② 賞与引当金

    当社及び連結子会社は、従業員への賞与支給に

備えるため、支給見込額の当連結会計年度負担

額を計上しています。

  ② 賞与引当金

同左

③ 役員賞与引当金

当社は、役員に対する賞与の支給に備えるた

め、当連結会計年度に見合う支給見込額を計上

しています。

③ 役員賞与引当金

同左

  ④ 返品調整引当金

  当社は、返品による損失に備えるため、当連結

会計年度末の売掛債権残高に返品率及び売買利

益率を乗じた金額を計上しています。

  ④ 返品調整引当金

同左

  ⑤ 退職給付引当金

当社及び国内連結子会社は、従業員の退職給付

に備えるため、当連結会計年度末における退職

給付債務の見込額に基づき、当連結会計年度末

において発生していると認められる額を計上し

ています。

    なお、国内連結子会社は退職給付債務の算出に

あたり小規模企業等における簡便法を採用して

います。

    当社は、会計基準変更時差異については15年、

過去勤務債務については13年による按分額を費

用処理しています。

    また、当社は、数理計算上の差異については、

各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤

務期間内の一定の年数(現行13年)による按分額

をそれぞれ発生の翌連結会計年度より費用処理

することとしています。

  ⑤ 退職給付引当金

同左

⑥ 役員退職慰労引当金

当社及び国内連結子会社は、役員の退職慰労金

支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額

を計上しています。

⑥ 役員退職慰労引当金

国内連結子会社は、役員の退職慰労金支給に備

えるため、内規に基づく期末要支給額を計上し

ています。

(追加情報)

当社は、役員の退職慰労金支給に備えるため、

内規に基づく期末要支給額を計上していました

が、平成21年12月17日開催の第110期定時株主

総会において、総会終結時をもって取締役及び

監査役の退職慰労金制度を廃止することに伴

い、総会終結時までの在任期間に対応する退職

慰労金を各役員の退任時に打切り支給すること

を決議しました。

これにより、役員退職慰労引当金219百万円を

取り崩し、当連結会計期間末における未払額を

固定負債の「その他」に振替えています。
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前連結会計年度
(自 平成20年10月１日
至 平成21年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年10月１日
至 平成22年９月30日)

 (4) 重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算

基準

   外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しています。

   なお、在外子会社等の資産、負債、収益及び費用

は連結決算日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は純資産の部における為替換算調整

勘定及び少数株主持分に含めて計上しています。

 (4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

基準

同左

 (5) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

金利スワップについては、特例処理の要件を満

たしていますので、特例処理を採用していま

す。

  また、為替予約が付されている外貨建金銭債権

債務等については、振当処理を行っています。

 (5) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

同左

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段……金利スワップ

           為替予約

    ヘッジ対象……借入金の利息

           外貨建売掛債権

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

③ ヘッジ方針

外貨建取引の為替相場の変動リスクを回避する

目的で為替予約取引を行い、また、借入金利の

変動リスクを回避する目的で、金利スワップ取

引を行っています。外貨建債権につきまして

は、ヘッジ対象の識別を個別契約毎に行ってい

ます。

③ ヘッジ方針

同左

  ④ ヘッジの有効性評価の方法

金利スワップについては、特例処理を採用して

おり、また、為替予約については振当処理を行

っているため、ヘッジの有効性の判定を省略し

ています。

  ④ ヘッジの有効性評価の方法

同左

 (6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式

によっています。

 (6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

 消費税等の会計処理

同左

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

  連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価

評価法によっています。

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

同左

６ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

  手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に

満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない短期的な投資からなります。

６ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

同左
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当連結会計年度より「退職給付に係る会計基準」の一部改正（その３）（企業会計基準19号平成

20年７月31日）を適用しています。 

なお、本会計基準の適用に伴う退職給付債務の変動はないため、損益に与える影響はありませ

ん。  

  

  

 
  

  

(7) 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

会計処理の変更

（退職給付に係る会計基準の一部改正（その３）の適用）

(8) 連結財務諸表に関する注記事項

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度 
(平成21年９月30日)

当連結会計年度 
(平成22年９月30日)

 
※１ 有形固定資産減価償却累計額 23,605百万円

 
※１ 有形固定資産減価償却累計額 24,354百万円

※２ 非連結子会社及び関連会社に係る注記

   非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりです。

投資有価証券 377百万円

※２ 非連結子会社及び関連会社に係る注記

   非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりです。

投資有価証券 431百万円

 

※３ 有形固定資産の担保設定状況について

   一年以内に返済予定の長期借入金のうち25百万円

に対して下記の物件を担保に供しています。

土地 309百万円 (  309百万円)

建物 579 〃 ( 579 〃 )

構築物 256 〃 ( 256 〃 )

機械装置 1,287 〃 (1,287 〃 )

計 2,432 〃 (2,432 〃 )

   上記のうち( )の内書は工場財団抵当を示してい

ます。

――――――

(連結損益計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成20年10月１日
至 平成21年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年10月１日
至 平成22年９月30日)

※１ 販売費及び一般管理費

販売費及び一般管理費のうち、主要な費用及び金

額は次のとおりです。

従業員給料 2,809百万円

賞与引当金繰入額 465 〃

退職給付費用 248 〃

役員退職慰労引当金繰入額 66 〃

減価償却費 627 〃
 

※１ 販売費及び一般管理費

販売費及び一般管理費のうち、主要な費用及び金

額は次のとおりです。

従業員給料 2,823百万円

賞与引当金繰入額 456 〃

退職給付費用 264 〃

減価償却費 666 〃

※２ 販売費及び一般管理費に含まれている研究開発費

は3,653百万円です。

※２ 販売費及び一般管理費に含まれている研究開発費

は3,924百万円です。

※３ 固定資産売却益

建物 0百万円

※３ 固定資産売却益

機械装置及び運搬具 0百万円

※４ 固定資産処分損

建物及び構築物 12百万円

機械装置及び運搬具 8 〃

工具、器具及び備品 1 〃

その他 2 〃

計 25 〃

※４ 固定資産処分損

建物及び構築物 8百万円

機械装置及び運搬具 15 〃

工具、器具及び備品 0 〃

その他 3 〃

計 28 〃
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前連結会計年度（自 平成20年10月１日 至 平成21年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 市場買付による増加        1,000,000株 

 単元未満株式の買取りによる増加   63,068株 

 その他の買取りによる増加       1,000株 
  
３ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

   
 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 

  

当連結会計年度（自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加   28,791株 
  
３ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

   
 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

(連結株主資本等変動計算書関係)

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 70,026,782 ― ― 70,026,782

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 1,941,070 1,064,068 ― 3,005,138

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成20年12月17日 
定時株主総会

普通株式 374 5.50 平成20年９月30日 平成20年12月18日

平成21年５月14日 
取締役会

普通株式 301 4.50 平成21年３月31日 平成21年６月８日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年12月17日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 301 4.50 平成21年９月30日 平成21年12月18日

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 70,026,782 ― ― 70,026,782

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 3,005,138 28,791 ― 3,033,929

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成21年12月17日 
定時株主総会

普通株式 301 4.50 平成21年９月30日 平成21年12月18日

平成22年５月14日 
取締役会

普通株式 301 4.50 平成22年３月31日 平成22年６月８日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年12月17日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 301 4.50 平成22年９月30日 平成22年12月20日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成20年10月１日
至 平成21年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年10月１日
至 平成22年９月30日)

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 4,609百万円

預入期間が３ヶ月を 
超える定期預金

△1,696 〃

現金及び現金同等物 2,913 〃
 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 7,513百万円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金

△1,299 〃

現金及び現金同等物 6,214 〃
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(注) １ 事業区分は製品の種類・事業の内容等により、「化学品事業」と「工事事業」「サービス事業」に区分して

います。 

化学品事業………農薬・医薬品・木材薬品・化成品ほか 

工事事業…………造園緑化工事ほか 

サービス事業……スポーツ施設経営、不動産の賃貸、物流サービス、農薬残留分析ほか 

２ 減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用と同費用に係る償却費が含まれています。 

３ 営業費用のうち、「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用(549百万円)の主なものは、親会社本

社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

  

 
(注) １ 事業区分は製品の種類・事業の内容等により、「化学品事業」と「工事事業」「サービス事業」に区分して

います。 

化学品事業………農薬・医薬品・木材薬品・化成品ほか 

工事事業…………造園緑化工事ほか 

サービス事業……スポーツ施設経営、不動産の賃貸、物流サービス、農薬残留分析ほか 

２ 減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用と同費用に係る償却費が含まれています。 

３ 営業費用のうち、「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用(556百万円)の主なものは、親会社本

社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

(セグメント情報)

１ 事業の種類別セグメント情報

前連結会計年度(自 平成20年10月１日 至 平成21年９月30日)

化学品事業 
(百万円)

工事事業
(百万円)

サービス事業
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に対する売上高 36,542 578 995 38,115 ― 38,115

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

4 8 849 862 (862) ―

計 36,546 586 1,844 38,978 (862) 38,115

  営業費用 32,927 608 1,531 35,067 (352) 34,715

  営業利益又は営業損失(△) 3,619 △21 312 3,910 (510) 3,399

Ⅱ 資産、減価償却費 
  及び資本的支出

  資産 44,219 383 2,531 47,135 ― 47,135

  減価償却費 1,068 0 94 1,164 ― 1,164

  資本的支出 1,286 ― 45 1,331 ― 1,331

当連結会計年度(自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日)

化学品事業 
(百万円)

工事事業
(百万円)

サービス事業
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に対する売上高 38,648 633 1,109 40,391 ― 40,391

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

7 5 873 886 (886) ―

計 38,655 639 1,983 41,277 (886) 40,391

  営業費用 35,194 708 1,612 37,515 (304) 37,211

  営業利益又は営業損失(△) 3,460 △69 370 3,761 (582) 3,179

Ⅱ 資産、減価償却費 
  及び資本的支出

  資産 44,207 402 2,757 47,367 ― 47,367

  減価償却費 1,133 0 103 1,236 ― 1,236

  資本的支出 690 1 161 853 ― 853
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前連結会計年度(自 平成20年10月１日 至 平成21年９月30日) 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の合計に占める「日本」の割合が、いずれも

90％を超えるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しています。 

  

当連結会計年度(自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日) 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の合計に占める「日本」の割合が、いずれも

90％を超えるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しています。 

  

  

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア………………韓国・インド・中国 

(2) 米州…………………米国・メキシコ 

(3) 欧州…………………ベルギー・ドイツ 

(4) その他の地域………エジプト・オーストラリア 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア………………韓国・インド・中国 

(2) 米州…………………米国・メキシコ 

(3) 欧州…………………ドイツ・ベルギー 

(4) その他の地域………エジプト・オーストラリア・モロッコ 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

２ 所在地別セグメント情報

３ 海外売上高

前連結会計年度(自 平成20年10月１日 至 平成21年９月30日)

アジア 米州 欧州 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 6,223 2,723 1,225 318 10,490

Ⅱ 連結売上高(百万円) 38,115

Ⅲ 連結売上高に占める
  海外売上高の割合(％)

16.3 7.2 3.2 0.8 27.5

当連結会計年度(自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日)

アジア 米州 欧州 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 6,895 3,291 2,340 689 13,217

Ⅱ 連結売上高(百万円) 40,391

Ⅲ 連結売上高に占める
  海外売上高の割合(％)

17.1 8.1 5.8 1.7 32.7

日本農薬㈱（4997）平成22年9月期決算短信

-24-



  

(税効果会計関係)

前連結会計年度
(自 平成20年10月１日
至 平成21年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年10月１日
至 平成22年９月30日)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因の

内訳

(繰延税金資産)

賞与引当金 237百万円

退職給付引当金 922 〃

確定給付企業年金未払額 399 〃

役員退職慰労引当金 125 〃

投資有価証券評価損 394 〃

投資有価証券評価損 167 〃

その他 452 〃

繰延税金資産 小計 2,698 〃

評価性引当額 △304 〃

繰延税金資産 合計 2,394 〃

(繰延税金負債)

退職給付信託設定益 △110 〃

その他有価証券評価差額金 △333 〃

繰延税金負債 合計 △443 〃

繰延税金資産の純額 1,950 〃

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因の

内訳

(繰延税金資産)

賞与引当金 234百万円

退職給付引当金 911 〃

確定給付企業年金未払額 326 〃

役員退職慰労引当金 34 〃

投資有価証券評価損 565 〃

土地減損損失 167 〃

その他 474 〃

繰延税金資産 小計 2,713 〃

評価性引当額 △333 〃

繰延税金資産 合計 2,379 〃

(繰延税金負債)

退職給付信託設定益 △104 〃

その他有価証券評価差額金 △296 〃

繰延税金負債 合計 △400 〃

繰延税金資産の純額 1,979 〃

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

(調整)

交際費等永久に損金に
算入されない項目

2.1％

受取配当金等永久に益金に 
算入されない項目

△0.8％

住民税均等割等 1.0％

その他 △2.1％

税効果会計適用後の 
法人税等の負担率

40.9％

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

(調整)

交際費等永久に損金に
算入されない項目

1.8％

受取配当金等永久に益金に 
算入されない項目

△1.0％

住民税均等割等 1.1％

その他 △8.0％

税効果会計適用後の
法人税等の負担率

34.6％
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前連結会計年度(自 平成20年10月１日 至 平成21年９月30日) 

  

 
(注) 有価証券について、その他有価証券で時価のある株式352百万円の減損処理を行っています。 

なお、当該株式の減損にあたっては、30％以上下落し回復可能性が不明な場合に減損処理を適用しています。 

  

  

 
  

当連結会計年度(自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日) 

  

 
(注) 非上場株式等（連結貸借対照表計上額697百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めていません。 

  

表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額です。なお、当連結会計年度において減損処理を行い、

投資有価証券評価損398百万円を計上しています。減損処理にあたっては、連結会計年度末における時

価が取得原価に比べ30%以上下落し、回復可能性が不明な場合に減損処理を適用しています。 

(有価証券関係)

１ その他有価証券で時価のあるもの

区分
取得原価
(百万円)

連結決算日における
連結貸借対照表計上額 

(百万円)

差額 
(百万円)

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの

  株式 1,080 2,022 942

小計 1,080 2,022 942

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの

  株式 719 596 △122

小計 719 596 △122

合計 1,799 2,619 820

２ 時価評価されていない有価証券

その他有価証券

内容
連結貸借対照表計上額

(百万円)

 非上場株式 675

合計 675

１ その他有価証券

区分
取得原価
(百万円)

連結決算日における
連結貸借対照表計上額 

(百万円)

差額 
(百万円)

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの

  株式 1,128 1,904 775

小計 1,128 1,904 775

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの

  株式 271 224 △47

小計 271 224 △47

合計 1,400 2,128 727

２ 減損処理を行った有価証券
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(退職給付関係)

前連結会計年度
(自 平成20年10月１日
至 平成21年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年10月１日
至 平成22年９月30日)

１ 採用している退職給付制度の概要

  当社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年

金制度及び退職一時金制度を、国内連結子会社は、

退職一時金制度を設けています。

  また、当社は退職一時金制度について退職給付信託

を設定しています。

１ 採用している退職給付制度の概要

  当社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年

金制度及び退職一時金制度を、国内連結子会社は、

退職一時金制度を設けています。

  また、当社は退職一時金制度について退職給付信託

を設定しています。

 

２ 退職給付債務に関する事項

① 退職給付債務 3,981百万円

  (内訳)

② 未認識数理計算上の差異 58 〃

③ 会計基準変更時差異の未処理額 190 〃

④ 未認識過去勤務債務 △43 〃

⑤ 年金資産（退職給付信託含む） 1,150 〃

⑥ 退職給付引当金 2,624 〃

(注) 国内連結子会社は、退職給付債務の算定にあた

り、簡便法を採用しています。

 

２ 退職給付債務に関する事項

① 退職給付債務 3,990百万円

 (内訳)

② 未認識数理計算上の差異 137 〃

③ 会計基準変更時差異の未処理額 159 〃

④ 未認識過去勤務債務 △42 〃

⑤ 年金資産（退職給付信託含む） 1,319 〃

⑥ 退職給付引当金 2,417 〃

(注) 国内連結子会社は、退職給付債務の算定にあた

り、簡便法を採用しています。

 

３ 退職給付費用に関する事項

① 勤務費用 216百万円

② 利息費用 76 〃

③ 期待運用収益 △40 〃

④ 過去勤務債務の費用処理額 △0 〃

⑤ 数理計算上の差異の費用処理額 △10 〃

⑥ 会計基準変更時差異の費用処理額 31 〃

⑦ 退職給付費用 273 〃

(注) 簡便法を採用している国内連結子会社の退職給

付費用は、①勤務費用に計上しています。

 

３ 退職給付費用に関する事項

① 勤務費用 220百万円

② 利息費用 73 〃

③ 期待運用収益 △40 〃

④ 過去勤務債務の費用処理額 △0 〃

⑤ 数理計算上の差異の費用処理額 8 〃

⑥ 会計基準変更時差異の費用処理額 31 〃

⑦ 退職給付費用 293 〃

(注) 簡便法を採用している国内連結子会社の退職給

付費用は、①勤務費用に計上しています。

 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

 ① 退職給付見込額の期間配分方法

    期間定額基準

② 割引率 2.0％

③ 期待運用収益率 3.5％

④ 過去勤務債務の額の処理年数 13年

⑤ 数理計算上の差異の処理年数 13年

   (発生時の従業員の平均残存勤務年数による按分

額を費用処理する方法。

     ただし、翌連結会計年度から費用処理すること

としています。)

⑥ 会計基準変更時差異の処理年数 15年

 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

 ① 退職給付見込額の期間配分方法

    期間定額基準

② 割引率 2.0％

③ 期待運用収益率 3.5％

④ 過去勤務債務の額の処理年数 13年

⑤ 数理計算上の差異の処理年数 13年

   (発生時の従業員の平均残存勤務年数による按分

額を費用処理する方法。

    ただし、翌連結会計年度から費用処理すること

としています。)

⑥ 会計基準変更時差異の処理年数 15年
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該当事項はありません。 

  

  

リース取引、金融商品、デリバティブ取引、賃貸等不動産に関する注記事項については、決算短信

における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しています。 

  

(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 平成20年10月１日
至 平成21年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年10月１日
至 平成22年９月30日)

１株当たり純資産額 461円22銭 １株当たり純資産額 475円20銭

１株当たり当期純利益 24円70銭 １株当たり当期純利益 24円01銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため、記載をしていません。 

算定上の基礎

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため、記載をしていません。 

算定上の基礎

１ １株当たり純資産額

連結貸借対照表の純資産の部の
合計額

31,041百万円

普通株式に係る純資産額 30,911百万円

差額の内訳

少数株主持分 129百万円

普通株式の発行済株式数 70,026,782株

普通株式の自己株式数 3,005,138株

１株当たり純資産の算定に用い
られた普通株式の数

67,021,644株

１ １株当たり純資産額

連結貸借対照表の純資産の部の
合計額

31,963百万円

普通株式に係る純資産額 31,834百万円

差額の内訳

少数株主持分 129百万円

普通株式の発行済株式数 70,026,782株

普通株式の自己株式数 3,033,929株

１株当たり純資産の算定に用い
られた普通株式の数

66,992,853株

２ １株当たり当期純利益

  連結損益計算書上の当期純利益 1,657百万円

  普通株式に係る当期純利益 1,657百万円

  普通株式の期中平均株式数 67,127,752株

２ １株当たり当期純利益

 連結損益計算書上の当期純利益 1,608百万円

 普通株式に係る当期純利益 1,608百万円

 普通株式の期中平均株式数 67,005,072株

(重要な後発事象)

(開示の省略)
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5.【個別財務諸表】 
(1)【貸借対照表】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(平成21年９月30日) 

当事業年度 
(平成22年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,043 6,130

受取手形 3,937 4,237

売掛金 6,690 6,591

商品及び製品 6,286 4,316

仕掛品 255 426

原材料及び貯蔵品 1,810 1,387

前払費用 677 708

繰延税金資産 457 427

短期貸付金 405 209

未収入金 682 623

その他 62 121

貸倒引当金 △1 △1

流動資産合計 24,309 25,178

固定資産   

有形固定資産   

建物 9,668 9,758

減価償却累計額 △5,660 △5,870

建物（純額） 4,007 3,887

構築物 2,350 2,362

減価償却累計額 △1,801 △1,844

構築物（純額） 548 518

機械及び装置 14,317 14,328

減価償却累計額 △12,134 △12,388

機械及び装置（純額） 2,182 1,940

車両運搬具 67 74

減価償却累計額 △46 △52

車両運搬具（純額） 21 21

工具、器具及び備品 3,779 3,893

減価償却累計額 △3,243 △3,409

工具、器具及び備品（純額） 535 483

土地 5,326 5,326

リース資産 11 22

減価償却累計額 △0 △5

リース資産（純額） 11 17

建設仮勘定 1 90

有形固定資産合計 12,635 12,285

無形固定資産   

借地権 124 126
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成21年９月30日) 

当事業年度 
(平成22年９月30日) 

ソフトウエア 605 483

リース資産 3 9

施設利用権 28 24

無形固定資産合計 762 643

投資その他の資産   

投資有価証券 2,208 1,725

関係会社株式 4,789 4,741

長期貸付金 6 6

従業員に対する長期貸付金 6 5

長期前払費用 24 9

繰延税金資産 1,146 1,226

保険積立金 16 －

敷金 290 299

長期預金 500 500

その他 80 80

貸倒引当金 △20 △20

投資その他の資産合計 9,049 8,574

固定資産合計 22,447 21,503

資産合計 46,756 46,682

負債の部   

流動負債   

支払手形 175 210

買掛金 3,451 2,979

短期借入金 405 209

1年内返済予定の長期借入金 625 800

未払金 410 420

未払費用 1,938 1,954

未払消費税等 26 157

未払法人税等 540 258

未払事業所税 5 6

賞与引当金 403 401

役員賞与引当金 30 25

返品調整引当金 46 40

設備関係支払手形 116 158

その他 97 123

流動負債合計 8,271 7,744

固定負債   

長期借入金 1,500 1,500

長期未払金 41 260

リース債務 11 20
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成21年９月30日) 

当事業年度 
(平成22年９月30日) 

退職給付引当金 2,305 2,072

役員退職慰労引当金 246 －

長期預り金 1,018 1,034

固定負債合計 5,122 4,887

負債合計 13,394 12,632

純資産の部   

株主資本   

資本金 10,939 10,939

資本剰余金   

資本準備金 8,235 8,235

その他資本剰余金 5,000 5,000

資本剰余金合計 13,235 13,235

利益剰余金   

利益準備金 1,574 1,574

その他利益剰余金   

別途積立金 3,145 3,145

繰越利益剰余金 5,562 6,319

利益剰余金合計 10,281 11,039

自己株式 △1,582 △1,596

株主資本合計 32,875 33,618

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 486 431

評価・換算差額等合計 486 431

純資産合計 33,361 34,049

負債純資産合計 46,756 46,682
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(2)【損益計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高   

製品売上高 26,894 28,912

商品売上高 6,783 6,704

その他の売上高 1,250 847

売上高合計 34,927 36,464

売上原価   

製品期首たな卸高 3,343 3,115

当期製品製造原価 16,891 18,270

合計 20,234 21,386

製品他勘定振替高 159 204

製品期末たな卸高 3,115 2,302

製品売上原価 16,958 18,879

商品期首たな卸高 538 434

当期商品仕入高 4,433 4,461

合計 4,972 4,896

商品他勘定振替高 6 107

商品期末たな卸高 434 395

商品売上原価 4,531 4,393

売上原価合計 21,489 23,272

売上総利益 13,437 13,192

返品調整引当金戻入額 46 46

返品調整引当金繰入額 46 40

差引売上総利益 13,437 13,198

販売費及び一般管理費 10,361 10,516

営業利益 3,075 2,681

営業外収益   

受取利息 38 34

受取配当金 108 111

不動産賃貸料 51 55

雑収入 110 79

営業外収益合計 308 281

営業外費用   

支払利息 109 83

売上割引 23 19

寄付金 5 5

たな卸資産廃棄損 168 217

雑損失 51 122

営業外費用合計 358 448

経常利益 3,026 2,515
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

特別利益   

固定資産売却益 0 －

貸倒引当金戻入額 18 －

その他 1 －

特別利益合計 19 －

特別損失   

固定資産処分損 25 27

投資有価証券償還損 19 －

投資有価証券評価損 352 430

その他 1 18

特別損失合計 399 476

税引前当期純利益 2,647 2,038

法人税、住民税及び事業税 942 689

法人税等調整額 119 △11

法人税等合計 1,062 677

当期純利益 1,584 1,360
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(3)【株主資本等変動計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 10,939 10,939

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 10,939 10,939

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 8,235 8,235

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 8,235 8,235

その他資本剰余金   

前期末残高 5,000 5,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 5,000 5,000

資本剰余金合計   

前期末残高 13,235 13,235

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 13,235 13,235

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 1,574 1,574

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,574 1,574

その他利益剰余金   

別途積立金   

前期末残高 3,145 3,145

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,145 3,145

繰越利益剰余金   

前期末残高 4,653 5,562

当期変動額   

剰余金の配当 △676 △603

当期純利益 1,584 1,360

当期変動額合計 908 757
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当期末残高 5,562 6,319

利益剰余金合計   

前期末残高 9,373 10,281

当期変動額   

剰余金の配当 △676 △603

当期純利益 1,584 1,360

当期変動額合計 908 757

当期末残高 10,281 11,039

自己株式   

前期末残高 △936 △1,582

当期変動額   

自己株式の取得 △646 △14

当期変動額合計 △646 △14

当期末残高 △1,582 △1,596

株主資本合計   

前期末残高 32,612 32,875

当期変動額   

剰余金の配当 △676 △603

当期純利益 1,584 1,360

自己株式の取得 △646 △14

当期変動額合計 262 743

当期末残高 32,875 33,618

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 431 486

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 55 △55

当期変動額合計 55 △55

当期末残高 486 431

評価・換算差額等合計   

前期末残高 431 486

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 55 △55

当期変動額合計 55 △55

当期末残高 486 431
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

純資産合計   

前期末残高 33,043 33,361

当期変動額   

剰余金の配当 △676 △603

当期純利益 1,584 1,360

自己株式の取得 △646 △14

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 55 △55

当期変動額合計 317 688

当期末残高 33,361 34,049

日本農薬㈱（4997）平成22年9月期決算短信

-36-



（４）継続企業の前提に関する注記 

該当事項はありません。 

 

６．その他 

役員の異動（平成 22 年 12 月 17 日付） 

① 新任取締役候補 

 

氏名 新 役 職 現 職 

 

なかしま ひろゆき 

中島 博之 

 

 

取締役兼執行役員化学品本部長 

兼化学品本部化学品部長 

 

執行役員化学品本部副本部長 

兼化学品本部化学品部長 
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